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衛星雨量データの土砂災害危険度分析への活用 

清水孝一・岡積敏雄・石塚忠範 
 

1．はじめに1 

 一般に途上国では、地上雨量計のネットワーク

やレーダ雨量計などの水文観測情報が不足してい

る。図-1は、我が国における土砂災害情報の収集

と提供に関するシステムイメージである。我が国

においては、図-1のようなシステムが国土全体に

整備されているほか、地域レベルでの取り組みも

実施されている。しかしながら、途上国において

は、図-1左側の国土全体レベルや地域ブロックレ

ベルでの防災情報収集システムの整備が十分でな

く、図右側にある地域への情報提供も不十分であ

る。このため、土砂災害防止の観点からODAなど

のわが国の支援による観測所および通信網の整備

が行われている。それに加えて、大井ら1)により、

図右下に示す地域レベルの警戒避難体制づくりの

ために、簡易かつ安価な警報装置の開発と普及も

進められている。 
このような取り組みへの貢献を目指して、筆者

らは大規模土砂災害時の危機管理対応を政府や国

出先機関で迅速に行うことを目的として、衛星雨

量データを土砂災害の危険度分析に活用する手法

について研究している。本稿は、その成果を報告

するものである。 
 

 

─────────────────────── 
Study on prediction of sediment-related disasters by the 
satellite rainfall data 

2．衛星雨量について 

2.1 衛星雨量の概要 
 表-1に現在準リアルタイムに無償提供されてい

る衛星雨量のプロダクトを示す。それぞれ、利用

しているセンサーの組み合わせとアルゴリズムが

異なることにより、空間解像度および時間解像度

が異なる。 
 
 

 

2.2 衛星雨量の構成 
 衛星雨量2)は表-1最下段「衛星雨量プロダクト作

成に利用している衛星センサー」に示すように、

複数の地球観測衛星のデータより算出されている。

衛星雨量の作成に使用される観測センサーには、

「可視赤外センサー」、「マイクロ波放射計」、「降水

レーダ」の3種類のセンサーがある。 
可視赤外センサーは、雲頂温度（すなわち、雲

の高さ）と地表での降雨強度には統計的に一定の

関係があるという仮定をもとに降雨量が算出され

る。 
マイクロ波放射計（例えばTRMM/TMI）は、観

測されたマイクロ波の輝度温度3)に対してセンサー

の特性を反映した適切な降水強度を仮定した降水

物理モデルと放射伝達方程式を元に割り出してい

る。 
降水レーダ（例えばTRMM/PR）は、自ら発射

した電波が雨粒や雪粒子に当たり、反射して戻っ

 

図-1 土砂災害警戒情報に関するイメージ 

表-1 リアルタイム人工衛星雨量の諸元 

報文 
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てきた電波（降水エコー）の強度から雨や雪の強

さを推定する装置である。これまで観測がほとん

どなかった海上での台風の3次元構造を捉えること

により、さらなる精度向上が図られているもので

ある。 
衛星雨量は、これらのデータを用い算出されて

いるが、常時観測される静止衛星の可視赤外セン

サー観測データをベースにして、間欠的に観測さ

れる周回衛星観測データにより、周回衛星が観測

していない時間帯のデータを補正して算出されて

いる。 

3．衛星雨量による土砂災害危険度分析 

衛星雨量を用いた土砂災害の危険度分析を、

2009年7月に発生した山口県防府市土砂災害を事

例として実施した。以下にその結果について述べ

る。 
3.1 山口県防府市土砂災害の概要 
 図-2に災害の発生日時をはさむ、2009年6月初

頭から8月末までを対象にした時間雨量および長期

雨量指標（土壌雨量指数）をグラフに示す。なお、 

グラフの作成には、多数の死者・負傷者が発生し

た山口県防府市真尾地先にある国土交通省の水文

観測所のデータを用いた。 
 2009年7月の1ヶ月の雨量は688mmに達し、7月
の 平 年 値 294.9mm （ 1981 〜 2110 年 （ 防 府

AMeDAS））を2倍以上上回る雨量を記録している。

また、土砂災害が多発した平成21年7月21日以前

においても30mm/hを超える時間雨量、7月1日か

ら災害が発生した20日までの総雨量213mmを記録

していた。 
図-3に災害をもたらした一連の降雨期間を含む

2009年7月19日から7月21日までの累加雨量(mm)
分布図を示す。佐波川流域では北部の河内山、南

部の防府市（図-3、4 真尾付近から南東に位置す

る）で累加雨量の多い範囲が分布しており、特に

南部では、真尾をはじめとする土砂災害が集中し

て発生した範囲とほぼ重なることがわかった。 
また、図-4に同期間の最大時間雨量分布を示す。

累加雨量とほぼ同じ分布の傾向を示していること

が分かる。 
3.2 衛星雨量による土砂災害危険度分析 
 土砂災害が発生した一連降雨（2009年7月20日
から7月23日）を対象に土砂災害警戒雨量の解析

を行った。解析対象には、多数の死者・負傷者が

発生した、山口県防府市真尾地先を含むセルの降

雨データを採用した。 
図-5に地上観測雨量および衛星雨量より作図し

たスネーク曲線（上段）、時間雨量・長期雨量指標

（下段）のグラフを示す。グラフは実線：地上観測

雨量、点線： 3B42RTRT 雨量、破線（紫）：

GSMaP補正雨量、破線（緑）GSMaP未補正雨量

によるグラフを示している。 

図-2 防府市真尾観測雨量（Jun.2009〜Aug.2009） 

図-3 佐波川流域累加雨量分布図(2009.7.19~21) 

図-4 佐波川最大時間雨量分布図(2009.7.19~21) 
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GSMaPの補正とは、3時間累加雨量の各メッ

シュの分布状況から雨域の移動量を推定し、その

量に応じて雨量に補正係数を乗ずる方法である4)。 
衛星観測降雨量が実測値より過少に算出されて

いることから、スネーク曲線5)の形状が実測値のそ

れに比べ縦方向に縮んだ形状となっている。一方、

長期雨量指標はその地上観測雨量値による時間毎

のそれと時系列変化の形状が調和的であると見る

ことができる。 
さらに、衛星雨量と地上観測雨量の関係を詳し

く分析するために、横軸に地上観測雨量、縦軸に

衛星雨量をとり、時間雨量および長期雨量指標

（土壌雨量指数）について分散図を作成した（図-6
および図-7）。 

今回分析した山口県防府市真尾地先における一

連降雨（2009年7月20日から23日）においては、

図-6に示したように、線形近似すると時間雨量で

は地上観測雨量に対して衛星雨量は全て小さく算

出されている。加えて、衛星雨量3B42RTと衛星

雨量GSMaPの補正値に比べ、GSMaPの未補正値

は地上雨量との相関がそれらに比べ低く算出され

ている。 
一方、図 -7の降雨時の長期雨量指標では、

3B42RTにおいてはやや過大気味に算出される一

方、GSMaPにおいては未補正、補正ともに過少に

算出されることが分かる。 
通常、長期雨量指標は一連降雨による土砂災害

のポテンシャルを相対的に表現するものである。

これに対し、短期雨量指標は1時間雨量による土砂

災害発生のトリガーとなる強雨の継続傾向を示し、

警戒避難における避難時期を判断するために用い

られる。土砂災害の発生事例を基に発生基準を設

定し、避難などのリードタイムを考慮して、警戒

基準、避難基準を設定する。 

 
今回の分析では、衛星雨量と地上観測雨量の長

期雨量指標との高い相関が得られたことから、こ

れを土砂災害発生のポテンシャル推定に利用でき

図-6 地上観測雨量と衛星雨量の時間雨量 
（2009/7/20〜2009/7/23） 

図-7 地上観測雨量と衛星雨量の長期雨量指標 
降雨時（2009/7/20〜2009/7/23） 

図-5 地上観測雨量と衛星雨量の比較 
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ると考えられる。 

4．まとめ 

 土砂災害警戒情報において観測データが充実し

ている我が国の状況と途上国の現状を比較した上

で、衛星雨量データの活用可能性を整理した。そ

れを踏まえて、2009年7月に山口県防府市に多大

な被害をもたらす土砂災害が発生した一連降雨を

対象としてフィージビリティスタディを行った。 
結果として、短期雨量指標となる時間雨量は地

上観測雨量に比較して衛星雨量が過少に算出され

たばかりではなく、相関が低く土砂災害の警戒避

難の判断に用いるには不適当であった。一方、長

期雨量指標（今回は土壌雨量指数を用いた）は

3B42RTでほぼ地上観測と同じで、GSMaPにおい

ては過少であったが、いずれも地上雨量との相関

が高かったことから、土砂災害発生ポテンシャル

推定に用いることが可能と考えられる。 
これらを踏まえ、衛星雨量は観測から提供され

るまで最短で4時間のタイムラグがあるため、2〜
3時間の警戒避難基準雨量に用いることはできない

が、普通雨量観測やレーダ雨量観測等の機器およ

びネットワークが整備されていない途上国におい

ては危機管理対応の初動を判断する有益な情報が

もたらされるものと考えられる。 
衛星雨量が10km四方の空間分解能で提供される

ことと合わせて考えると、渓流単位、地先単位で

の利用はできないことから、流域または水系単位

の土砂災害ポテンシャル情報として、気象情報を

補足する土砂災害情報のような情報として利用す

ることが考えられるが、具体的な利用方法は今後

の課題である。 
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